
２ ０ ２ ０ 年  基 本 方 針  

地 域 と 共 に 歩 む 社 会 福 祉 法 人 に な る た め に  

～ 法 人 設 立 1 0 周 年 に 向 け て ～  

当 法 人 は 、 2 0 2 0 年 度 に は 法 人 設 立 1 0 周 年 を 迎 え る こ と か ら 、 今

年 度 は こ れ ま で の 取 り 組 み の 集 大 成 と し て い く 年 度 で あ る と 同 時 に 、

今 後 さ ら に 法 人 を 進 化 、 発 展 さ せ て い く た め に 新 た に ス タ ー ト を 切

る 大 切 な 節 目 の 年 と な り ま す 。  

時 代 の 流 れ に 敏 感 に 反 応 し な が ら「 変 革 」を 目 標 に 掲 げ 、全 職 員 一

丸 と な り 法 人 経 営 を 目 指 し 新 た な 取 り 組 み を 進 め て 参 り ま す 。  

新 た な 取 り 組 み と し て は 、 今 後 ま す ま す ニ ー ズ が 高 ま る 福 祉 有 償 輸

送 等 、 地 域 ニ ー ズ に 即 し た 事 業 へ の 取 り 組 み を 進 め ま す 。  

 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 等 の 感 染 症 対 策 や 大 規 模 災 害 対 策 に お い て は 、

非 常 時 に 備 え た 備 蓄 品 の 整 備 、 迅 速 か つ 正 確 に 行 動 で き る よ う 実 践

的 な 訓 練 を 取 り 入 れ て い き ま す 。  

介 護 サ ー ビ ス に つ い て は 、 業 務 の 見 直 し を 行 い 、 介 護 ロ ボ ッ ト 等

の 導 入 も 視 野 に 入 れ 、 職 員 の 介 護 負 担 の 軽 減 や ご 利 用 者 が 安 全 、 安

楽 な 介 護 を 受 け る こ と が で き 、 記 録 業 務 や 事 務 の 効 率 化 を 図 り 利 用

者 と 関 わ る 時 間 を 増 や し さ ら な る 充 実 に 繋 げ ま す 。  

 人 材 確 保 に つ い て は 、 Ｓ Ｎ Ｓ の 積 極 的 な 活 用 、 イ ン タ ー ン シ ッ プ

制 度 に よ る 職 場 体 験 、留 学 生 を 中 心 と し た 外 国 人 の 雇 用 に つ い て も 、

積 極 的 に 進 め ま す 。  

人 材 定 着 の た め の 取 り 組 み に つ い て は 、 職 員 が 安 心 し て 働 き 続 け

ら れ る よ う 、 福 利 厚 生 の 充 実 は も ち ろ ん 、 内 外 部 の 研 修 会 を 通 し て

知 識 、 技 術 の 向 上 を 図 り 、 質 の 標 準 化 を 図 り ま す 。  

地 域 公 益 事 業 の 取 り 組 み に つ い て は 、地 域 共 生 社 会 を 実 現 す る た め

の 福 祉 拠 点 と な れ る よ う 、 高 齢 者 や 子 ど も 、 障 が い 者 が そ れ ぞ れ に

活 躍 し 、 支 え 合 う こ と で 好 循 環 を 生 み 出 す こ と が で き る 取 り 組 み を

実 施 し 、 ボ ラ ン テ ィ ア 等 の 組 織 化 と 活 動 支 援 を 進 め ま す 。  



2020年度 事 業 計 画  

                                   社会福祉法人 

東備福祉会 

１．基本理念 

１． 私達は愛情と尊敬をもって接し、お年よりにとって何が最良かを一緒に考え実践します。 

２． 私達は地域社会に安心を提供し、いつも親近感のわく、あたたかい介護を行います。 

３． 私達は地域の方々の健康と生活を守ります。 

４． 私達は介護を通じて自己実現を計り、もって多大なる社会貢献を果たすと共に自らも幸

福となります。 

５． いつでも安心して生活できるように思いやりの心・温かい言葉・親切な行動・明るい笑

顔で接します。 

２．基本方針 

①   変革を目標とした運営 

１０周年を迎えることから、これまでの取り組みの集大成としていくと同時に、今後さらに法人を発展さ

せていくために新たなスタートを切る大きな節目の年です。社会情勢にも常に敏感に「変革」を目標に掲

げ、全職員が一丸となって法人経営を目指す。 

②   サービスの質の向上と自己研鑽  

介護サービスを業としている以上、サービスの質の向上に常に取り組むことは当然の努力である。感染症

対策、災害対策への取り組みにも重点を置き、迅速かつ的確に行動できるよう平素から常に心掛ける。「経

験と勘」だけに頼らず、「根拠」をもって介護を展開していくことでサービス利用者への説明責任を果た

す。事業所内外の各種研修会を通じ、知識、技術の自己研鑽にも努める。 

③   地域への貢献  

地域のニーズを把握し、地域共生社会の実現するための福祉拠点となれるよう、高齢者や子ども、障碍者

がそれぞれに活躍し、支え合うことで好循環を生み出すことができる取り組みを目指し展開していく。 



④ 人材の確保・定着・育成  

ホームページやＳＮＳを積極的に活用しながらインターシップ制度による職場体験、外国人技能実習生、

留学生も視野に入れ人材確保に繋げていく。業務の見直しを図り職員の介護負担の軽減や記録業務や事務

の効率化を図る。働き方改革の取組みでもある年次有給休暇の積極的な取得や互助会を通じた職員親睦会

の開催など福利厚生にも努める。 

⑤   適正な事業管理と利益の確保  

各事業所の稼働率を常に念頭に入れ、通年を通して安定した収益確保に努める。経費の見直しを行い、無

駄な経費の削減を実施して、より一層、安定的な事業管理に努める。 

 

 

 

 

 

 


